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�愛媛県告示第１２４０号
地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２６０条第１項の規定により、

宇和島市長から次のとおり字を廃止する旨の届出があった。

平成１８年８月２９日

愛媛県知事 加 戸 守 行

岩松の区域内の小字を全部廃止する。

�愛媛県告示第１２４１号
生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第５４条の２第１項の規定により、介護機関（居宅介護事業者）を次のように指定した。

平成１８年８月２９日

愛媛県知事 加 戸 守 行

� 目 次 �
告 示

○ 字の廃止（宇和島市）……………………………………………………７３３

○ 介護機関（居宅介護事業者）の指定……………………………………７３３

○ 介護機関（居宅介護支援事業者）の指定………………………………７３４
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○ 解除予定保安林にする旨の通知…………………………………………７３８
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○ 特定非営利活動法人の定款の変更の認証の申請の公告………………７３８

○ 中予水産試験場調査船の建造について…………………………………７３９
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○ 平成１８年７月２１日付け第１７７９号愛媛県告示第１１０６号（落札者等の

告示）中……………………………………………………………………７３９

○ 平成１８年７月２１日付け第１７７９号愛媛県告示第１１０７号（落札者等の

告示）中……………………………………………………………………７４０

この県報に掲載される入札告示、落札者等の告示

及び入札公告は、ＷＴＯに基づく政府調達に関する

協定の適用を受けるものである。

告 示

介 護 機 関 （ 居 宅
介 護 事 業 者 ） の
名 称

主 た る 事 務 所 の

所 在 地

居 宅 介 護 事 業 を 行 う 事 業 所
指 定 年 月 日

名 称 所 在 地

有限会社礎 宇和島市小浜２１０１番地５ ヘルパーつくし 宇和島市小浜２１０１番地５ 平成１８年７月７日

医療法人さとう内科クリニッ
ク

今治市大新田町三丁目４番８
号 さとう内科クリニック 今治市大新田町三丁目４番８

号 平成１８年５月１日

米 田 滋 明 西条市樋之口１９番地４ 米田脳神経外科 西条市大町７０６番地４ 平成１８年６月１日

狩 山 憲 二 西条市大町７０１番地２ かりやま整形外科 西条市大町７０１番地２ 平成１８年６月１日

医療法人松田循環器科内科 西条市三津屋南１３番５０号 松田循環器科内科 西条市三津屋南１３番５０号 平成１８年５月９日

医療法人いしづちやまクリニ
ック 西条市周布９２１番地 いしづちやまクリニック 西条市周布９２１番地 平成１８年５月１日

医療法人増田泌尿器科 伊予市上野１６１６番地１ 増田泌尿器科 伊予市上野１６１６番地１ 平成１８年６月１日

毎週（火・金）曜日発行 第１７９０号 平成１８年８月２９日

平成１８年８月２９日火曜日 第１７９０号

愛 媛 県 報

７３３
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�愛媛県告示第１２４５号
生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第４９条の規定により、医療

機関を次のように指定した。

平成１８年８月２９日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第１２４２号
生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第５４条の２第１項の規定により、介護機関（居宅介護支援事業者）を次のように指定した。

平成１８年８月２９日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第１２４３号
生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第５４条の２第１項の規定により、介護機関（特定福祉用具販売事業者）を次のように指定した。

平成１８年８月２９日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第１２４４号
生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第５４条の２第１項の規定により、介護機関（介護予防事業者）を次のように指定した。

平成１８年８月２９日

愛媛県知事 加 戸 守 行

介 護 機 関 （ 居 宅
介 護 支 援 事 業 者 ）
の 名 称

主 た る 事 務 所 の

所 在 地

居 宅 介 護 支 援 事 業 を 行 う 事 業 所
指 定 年 月 日

名 称 所 在 地

有限会社山起会ライフサプラ
イ 松山市東石井三丁目３番５号 指定居宅介護支援事業所ケア

フル伊予 伊予市市場甲１０２１－３ 平成１８年８月７日

介 護 機 関 （ 特 定 福 祉
用 具 販 売 事 業 者 ）
の 名 称

主 た る 事 務 所 の

所 在 地

特 定 福 祉 用 具 販 売 事 業 を 行 う 事 業 所
指 定 年 月 日

名 称 所 在 地

生活協同組合コープえひめ 松山市朝生田町三丁目１番１２
号

コープえひめ福祉用具貸与事
業所新居浜

新居浜市久保田町二丁目４番
２８号 平成１８年７月１２日

介 護 機 関 （ 介 護
予 防 事 業 者 ）
の 名 称

主 た る 事 務 所 の

所 在 地

介 護 予 防 事 業 を 行 う 事 業 所
指 定 年 月 日

名 称 所 在 地

米 田 滋 明 西条市樋之口１９番地４ 米田脳神経外科 西条市大町７０６番地４ 平成１８年６月１日

狩 山 憲 二 西条市大町７０１番地２ かりやま整形外科 西条市大町７０１番地２ 平成１８年６月１日

医療法人増田泌尿器科 伊予市上野１６１６番地１ 増田泌尿器科 伊予市上野１６１６番地１ 平成１８年６月１日

有限会社愛ミング・ケアセン
ター 南宇和郡愛南町御荘菊川２８３ 有限会社愛ミング・ケアセン

ター 南宇和郡愛南町御荘菊川２８３ 平成１８年６月７日

医療法人光陽会 松山市小坂三丁目３－２６ 訪問看護ステーションとべ和
合苑 伊予郡砥部町北川毛１４１２－３ 平成１８年８月４日

医療法人光陽会 松山市小坂三丁目３－２６ 老人保健施設とべ和合苑 伊予郡砥部町北川毛１４１２－３ 平成１８年８月４日

睦美歯科医院 是 澤 宣 勝 宇和島市恵美須町二丁目
５番８号

平成１８年
７月３日

中山皮膚科クリ
ニック

医療法人
中山皮膚科クリ
ニック

新居浜市中須賀町一丁目
６番１０号

平成１８年
７月１日

青野歯科医院 青 野 紀 昭 新居浜市庄内町一丁目８
番３５号

平成１８年
７月１日

そがめ薬局上原
店

有限会社
テンタートル

新居浜市上原三丁目１番
２９号

平成１８年
８月１日

クローバー薬局 有限会社
喜 多 調 剤 大洲市東若宮１４番１１ 平成１８年

８月１日

医療機関の名称
開設者の氏名

又 は 名 称
所 在 地

指 定

年 月 日

医療法人彩水会
真部クリニック

医療法人
彩 水 会 今治市矢田甲７番地１ 平成１８年

７月１日

愛 媛 県 報平成１８年８月２９日 第１７９０号

７３４
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�愛媛県告示第１２４６号
生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第５５条において準用する同

法第４９条の規定により、施術機関を次のように指定した。

平成１８年８月２９日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�������
�愛媛県告示第１２４７号
生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第４９条の規定により指定し

た医療機関を次のように廃止した旨の届出があった。

平成１８年８月２９日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第１２４８号
障害者自立支援法（平成１７年法律第１２３号）第５４条第２項の規定により、次のとおり指定自立支援医療機関を指定した。

平成１８年８月２９日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第１２４９号
障害者自立支援法（平成１７年法律第１２３号）第５４条第２項の規定により、次のとおり指定自立支援医療機関を指定した。

平成１８年８月２９日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第１２５０号
障害者自立支援法（平成１７年法律第１２３号）第２９条第１項の規定により、次のとおり指定障害福祉サービス事業者を指定した。

平成１８年８月２９日

ほほえみ歯科ク
リニック

医療法人
コ ス モ ス 会

四国中央市妻鳥町字山口
屋１２７４番地１

平成１８年
７月１日

施術機関の名称
開設者の氏名

又 は 名 称
所 在 地

指 定

年 月 日

杉 浦 接 骨 院 杉 浦 英 世 宇和島市御殿町２番１２号
第５松井ビル１Ｆ

平成１８年
７月７日

佐々木鍼灸院 佐々木 一 明 八幡浜市天神通２－２ 平成１８年
７月１１日

医療機関の名称
開設者の氏名

又 は 名 称
所 在 地

廃 止

年 月 日

皮フ科・形成外
科はらだクリニ
ック

原 田 伸 新居浜市上原三丁目２７４８
－１

平成１８年
６月１日

増田泌尿器科 増 田 秀 人 伊予市上野１６１６番地１ 平成１８年
６月１日

医療法人彩水会
真 部 病 院

医療法人
彩 水 会 今治市矢田甲７番地１ 平成１８年

７月１日

睦美歯科医院 是 澤 宣 勝 宇和島市恵美須町二丁目
３番１号

平成１８年
７月３日

中山皮膚科クリ
ニック

医療法人
中山皮膚科クリ
ニック

新居浜市中須賀町一丁目
６番１８号

平成１８年
７月１日

青野歯科医院 青 野 紀 昭 新居浜市一宮町一丁目５
－５０新居浜ビル２－Ｂ

平成１８年
７月１日

明屋敷診療所 新居浜医療生活
協同組合 西条市大師町１８２番地 平成１８年

７月１日

ほほえみ歯科ク
リニック 高 橋 啓 二

四国中央市妻鳥町１１３６－
１フジグラン川之江専門
店棟

平成１８年
７月１日

名 称 所 在 地 開設者の住所及び氏名又は名称 担当すべき医療の
種類 指定年月日

愛媛県立今治病院 今治市石井町四丁目５番５号 松山市
愛媛県知事 加戸 守行

整形外科に関する
医療（育成医療・
更生医療）

平成１８年
８月１日

名 称 所 在 地 開設者の住所及び氏名又は名称 担当すべき医療の
種類 指定年月日

ふじ薬局 四国中央市川之江町２２７０－７ 四国中央市
田中 耕治郎

平成１８年
８月１日

ナダベ薬局 伊予市灘町１－１５ 伊予市
灘部 由美子 〃

そがめ薬局上原店 新居浜市上原三丁目１番２９号 西条市
有限会社テンタートル 〃

青空薬局 宇和島市柿原甲１３５２番４ 福岡県北九州市
メディカルブレーン株式会社 〃

白雲薬局 宇和島市広小路１番３４号 福岡県北九州市
メディカルブレーン株式会社 〃

わかば薬局 東温市志津川１６０－１ 西予市
有限会社若葉調剤 〃

そうごう薬局港町店 八幡浜市４１６番地１ 福岡県福岡市
総合メディカル株式会社 〃

愛 媛 県 報平成１８年８月２９日 第１７９０号

７３５
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�愛媛県告示第１２５１号
大規模小売店舗立地法（平成１０年法律第９１号。以下「法」という

。）第５条第１項の規定による届出があったので、同条第３項の規

定に基づき、次のとおり告示する。

当該届出及び法第５条第２項の添付書類は、愛媛県経済労働部産

業支援局経営支援課及び西条地方局産業経済部商工労政課並びに西

条市役所において告示の日から４月間縦覧に供する。

平成１８年８月２９日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 届出の概要

� 大規模小売店舗の名称及び所在地

スーパードラッグコスモスついたち店

西条市朔日市２５３－１外

� 大規模小売店舗を設置する者の氏名又は名称及び住所並びに

法人にあっては代表者の氏名

株式会社コスモス薬品

福岡県福岡市博多区博多駅東二丁目１０番１号

代表取締役 宇野 正晃

� 大規模小売店舗において小売業を行う者の氏名又は名称及び

住所並びに法人にあっては代表者の氏名

株式会社コスモス薬品

福岡県福岡市博多区博多駅東二丁目１０番１号

代表取締役 宇野 正晃

� 大規模小売店舗の新設をする日

平成１９年４月１１日

� 大規模小売店舗内の店舗面積の合計

１，７０８平方メートル

� 大規模小売店舗の施設の配置に関する事項

ア 駐車場の収容台数

９５台

イ 駐輪場の収容台数

５０台

ウ 荷さばき施設の面積

４３．５８平方メートル

エ 廃棄物等の保管施設の容量

１６．２０立方メートル

� 大規模小売店舗の施設の運営方法に関する事項

ア 大規模小売店舗において小売業を行う者の開店時刻及び閉

店時刻

開店時刻 午前１０時 閉店時刻 午後９時３０分

イ 来客が駐車場を利用することができる時間帯

午前９時３０分から午後１０時まで

ウ 駐車場の自動車の出入口の数

出入口２箇所

エ 荷さばき施設において荷さばきを行うことができる時間帯

午前６時から午後１０時まで

２ 届出年月日

平成１８年８月１０日

３ 意見書の提出

この告示に係る大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域

の生活環境の保持のため配慮すべき事項について意見を有する者

は、告示の日から４月以内に、愛媛県に次のとおり意見書を提出

することができる。

なお、提出された意見書は、その概要を告示するとともに、愛

媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び西条地方局産業経済部

商工労政課並びに西条市役所において告示の日から１月間縦覧に

供する。

� 意見書に記載すべき事項

ア 提出者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては代表

者の氏名

イ 当該大規模小売店舗の名称

ウ 当該大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活

環境の保持のため配慮すべき事項についての意見

� 提出先

愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課

愛媛県知事 加 戸 守 行

事業者番号
指 定 障 害 福 祉 サ ー ビ ス 事 業 者

指定障害福祉
サービスの種類

指 定 障 害 福 祉 サ ー ビ ス 事 業 所
指 定
年 月 日

名 称 主たる事務所
の 所 在 地 代表者の氏名 名 称 所 在 地

３８０００１００２２２１１２ 有限会社田窪若草ヘル
パー

西予市明浜町狩浜二番
耕地３番地１ 田 窪 智津子 身体障害者居

宅介護
有限会社田窪若草ヘル
パー

西予市明浜町狩浜二番
耕地３番地１

平成１８年
８月１６日

３８０００１００２２２１６１ 有限会社田窪若草ヘル
パー

西予市明浜町狩浜二番
耕地３番地１ 田 窪 智津子 身体障害者外

出介護
有限会社田窪若草ヘル
パー

西予市明浜町狩浜二番
耕地３番地１

平成１８年
８月１６日

３８０００２００２５１１１０ 有限会社田窪若草ヘル
パー

西予市明浜町狩浜二番
耕地３番地１ 田 窪 智津子 知的障害者居

宅介護
有限会社田窪若草ヘル
パー

西予市明浜町狩浜二番
耕地３番地１

平成１８年
８月１６日

３８０００２００２５１１６９ 有限会社田窪若草ヘル
パー

西予市明浜町狩浜二番
耕地３番地１ 田 窪 智津子 知的障害者外

出介護
有限会社田窪若草ヘル
パー

西予市明浜町狩浜二番
耕地３番地１

平成１８年
８月１６日

３８０００３００２０４１１８ 有限会社田窪若草ヘル
パー

西予市明浜町狩浜二番
耕地３番地１ 田 窪 智津子 児童居宅介護 有限会社田窪若草ヘル

パー
西予市明浜町狩浜二番
耕地３番地１

平成１８年
８月１６日

３８０００３００２０４１６７ 有限会社田窪若草ヘル
パー

西予市明浜町狩浜二番
耕地３番地１ 田 窪 智津子 児童外出介護 有限会社田窪若草ヘル

パー
西予市明浜町狩浜二番
耕地３番地１

平成１８年
８月１６日

３８０００５０００７９１１２ 有限会社田窪若草ヘル
パー

西予市明浜町狩浜二番
耕地３番地１ 田 窪 智津子 精神障害者居

宅介護
有限会社田窪若草ヘル
パー

西予市明浜町狩浜二番
耕地３番地１

平成１８年
８月１６日

３８０００５０００７９１６１ 有限会社田窪若草ヘル
パー

西予市明浜町狩浜二番
耕地３番地１ 田 窪 智津子 精神障害者外

出介護
有限会社田窪若草ヘル
パー

西予市明浜町狩浜二番
耕地３番地１

平成１８年
８月１６日

愛 媛 県 報平成１８年８月２９日 第１７９０号
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�愛媛県告示第１２５２号
大規模小売店舗立地法（平成１０年法律第９１号。以下「法」という。）第６条第１項の規定による届出があったので、同条第３項において

準用する法第５条第３項の規定に基づき、次のとおり告示する。

当該届出は、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び松山地方局産業経済部商工労政課並びに松山市役所において告示の日から４月

間縦覧に供する。

平成１８年８月２９日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 変更の届出の概要

大規模小売店舗の名称 大規模小売店舗の所
在地 変更した事項 変 更 前 変 更 後 変 更 の

年 月 日
届 出
年 月 日

伊予鉄ターミナルビル 松山市湊町五丁目１
番地１

大規模小売店舗を設置する者
の代表者の氏名

伊予鉄道株式会社
代表取締役社長
森本惇

伊予鉄道株式会社
代表取締役社長
佐伯要

平成１８年
４月２５日

平成１８年
８月１８日

大規模小売店舗において小売
業を行う者の代表者の氏名

伊予鉄観光開発株式
会社
代表取締役社長
桑原毅

伊予鉄観光開発株式
会社
代表取締役社長
増岡次郎

平成１８年
６月３０日

２ 意見書の提出

この告示に係る大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項について意見を有する者は、告

示の日から４月以内に、愛媛県に次のとおり意見書を提出することができる。

なお、提出された意見書は、その概要を告示するとともに、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び松山地方局産業経済部商工労

政課並びに松山市役所において告示の日から１月間縦覧に供する。

� 意見書に記載すべき事項

ア 提出者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては代表者の氏名

イ 当該大規模小売店舗の名称

ウ 当該大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項についての意見

� 提出先

愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課

�愛媛県告示第１２５３号
大規模小売店舗立地法（平成１０年法律第９１号。以下「法」という。）第６条第１項の規定による届出があったので、同条第３項において

準用する法第５条第３項の規定に基づき、次のとおり告示する。

当該届出は、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び松山地方局産業経済部商工労政課並びに松山市役所において告示の日から４月

間縦覧に供する。

平成１８年８月２９日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 変更の届出の概要

大規模小売店舗の名称 大規模小売店舗の所
在地 変更した事項 変 更 前 変 更 後 変 更 の

年 月 日
届 出
年 月 日

パルティ・フジ三津 松山市祓川２－１３－
１７

大規模小売店舗において小売
業を行う者

株式会社フジ、有限
会社和光カメラ商会 株式会社フジ 平成１８年

２月２５日
平成１８年
８月１６日

大規模小売店舗を設置する者
及び大規模小売店舗において
小売業を行う者の代表者の氏
名

株式会社フジ
代表取締役
時任紀邦

株式会社フジ
代表取締役
高橋吉昭

平成１７年
９月１日

株式会社フジ
代表取締役
高橋吉昭

株式会社フジ
代表取締役
尾�英雄

平成１８年
７月２４日

パルティ・フジ松江 松山市松江町５番３
外

大規模小売店舗において小売
業を行う者の代表者の氏名

株式会社フジ
代表取締役
時任紀邦

株式会社フジ
代表取締役
高橋吉昭

平成１７年
９月１日

株式会社フジ
代表取締役
高橋吉昭

株式会社フジ
代表取締役
尾�英雄

平成１８年
７月２４日

パルティ・フジ和気 松山市和気一丁目６３
７番地１

大規模小売店舗において小売
業を行う者の名称

ジャスフォート株式
会社

スナップス販売株式
会社

平成１７年
５月１日

大規模小売店舗において小売
業を行う者

株式会社フジ、株式
会社メディコ・二十
一、株式会社タカキ
ベーカリー、株式会
社柳櫻堂、有限会社
あぼんりー、スナッ
プス販売株式会社

株式会社フジ、株式
会社メディコ・二十
一、有限会社あぼん
りー、スナップス販
売株式会社

平成１６年
６月６日
平成１７年
２月１５日

愛 媛 県 報平成１８年８月２９日 第１７９０号
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�愛媛県告示第１２５４号
次の地籍調査の成果は、国土調査法（昭和２６年法律第１８０号）第

１９条第２項の規定に基づき国土調査の成果として認証したから、同

条第４項の規定に基づき次のとおり公告する。

平成１８年８月２９日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 地籍調査の実施者、地域、調査期間及び成果の名称

実施者 地 域 調 査 期 間 成果の名称

松山市 古川南地区の一
部、古川北及び
古川町地区、和
泉南地区

平成１６年度から
平成１７年度まで

松山市の
地籍図及び地籍簿

宇和島市 津島町岩松の一
部

平成１６年度から
平成１７年度まで

宇和島市の
地籍図及び地籍簿

２ 認証年月日

平成１８年８月２９日

�������
�愛媛県告示第１２５５号
次の保安林を解除予定保安林にする旨の通知を受けたから、森林

法（昭和２６年法律第２４９号）第３０条の規定により告示する。

平成１８年８月２９日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 解除予定保安林の所在場所

四国中央市富郷町津根山字ユリガタキ乙４２９の１８

２ 保安林として指定された目的

水源のかん養

３ 解除の理由

送電変電施設用地とするため

大規模小売店舗において小売
業を行う者の代表者の氏名

株式会社フジ
代表取締役
時任紀邦

株式会社フジ
代表取締役
高橋吉昭

平成１７年
９月１日

株式会社フジ
代表取締役
高橋吉昭

株式会社フジ
代表取締役
尾�英雄

平成１８年
７月２４日

ヴェスタ本町 松山市本町六丁目５
番１号

大規模小売店舗において小売
業を行う者の代表者の氏名

株式会社フジ
代表取締役
時任紀邦

株式会社フジ
代表取締役
高橋吉昭

平成１７年
９月１日

株式会社フジ
代表取締役
高橋吉昭

株式会社フジ
代表取締役
尾�英雄

平成１８年
７月２４日

ヴェスタ立花 松山市立花二丁目３５
番地

大規模小売店舗において小売
業を行う者の代表者の氏名

株式会社フジ
代表取締役
時任紀邦

株式会社フジ
代表取締役
高橋吉昭

平成１７年
９月１日

株式会社フジ
代表取締役
高橋吉昭

株式会社フジ
代表取締役
尾�英雄

平成１８年
７月２４日

２ 意見書の提出

この告示に係る大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項について意見を有する者は、告

示の日から４月以内に、愛媛県に次のとおり意見書を提出することができる。

なお、提出された意見書は、その概要を告示するとともに、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び松山地方局産業経済部商工労

政課並びに松山市役所において告示の日から１月間縦覧に供する。

� 意見書に記載すべき事項

ア 提出者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては代表者の氏名

イ 当該大規模小売店舗の名称

ウ 当該大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項についての意見

� 提出先

愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課

�公 告

特定非営利活動促進法（平成１０年法律第７号）第２５条第４項の規定に基づき、特定非営利活動法人の定款の変更の認証の申請があったの

で、同条第５項において準用する同法第１０条第２項の規定に基づき、次のとおり公告する。

平成１８年８月２９日

愛媛県知事 加 戸 守 行

申請年月日 特定非営利活動法人の名称 代表者の氏名 主たる事務所の所在地 定款に記載された目的

平成１８年８月１７日 特定非営利活動法人
家族支援フォーラム 米 田 順 哉 松山市姫原二丁目３番地２１ この法人は、障害の種別・障害の有無にかかわ

らず、地域生活を送る上で福祉サービスを必要
とする人とその家族に対して、児童・障害児（者）・
高齢者に関する事業を行い、幸せを感じながら
安心して地域生活が送れるよう、各ライフステ
ージに合わせて支援することを目的とする。

愛 媛 県 報平成１８年８月２９日 第１７９０号
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正 誤

�公 告

次のとおり一般競争入札に付する。

平成１８年８月２９日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 入札に付する事項

� 件名

中予水産試験場調査船の建造

� 製造物品名及び数量

中予水産試験場調査船 １隻

� 製造物品の内容等

入札説明書及び仕様書による。

� 納入期限

平成１９年３月３１日

� 納入場所

愛媛県中予水産試験場

� 入札方法

落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額

の５パーセントに相当する額を加算した金額（当該金額に１円

未満の端数があるときは、その端数を切り捨てるものとする。）

をもって落札価格とするので、入札参加者又はその代理人は、

消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者で

あるかを問わず、見積もった金額の１０５分の１００に相当する金

額を入札書に記載すること。

２ 入札に参加する者に必要な資格

知事の審査を受け、平成１８年度及び平成１９年度の製造の請負等

に係る一般競争入札に参加する資格を有すると認められた業者で、

次の事項に該当するもの。

� 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規

定に該当しない者であること。

� 納入期限までに確実に納入できる体制が整備されていること

を証明した者であること。

� 法令等の定めによる許認可等に基づいて営業を行う必要があ

る場合にあっては、その許認可等に基づく営業であることを証

明した者であること。

� 公正性かつ無差別性が確保されている場合を除き、本件調達

の仕様の策定に直接関与していない者であること。

� 開札をする日において、知事が行う指名停止の期間中でない

者であること。

� アフターサービス、修理、部品供給等を長期にわたり円滑に

実施できるものであること。

証明に当たっては、当該製造物品又はこれと同等の類似品に

係る製造実績又は、官公署等への過去の納入実績等を証明する

関係書類（契約書など）を提示するなど、明確な方法によるこ

と。

３ 入札書の提出場所等

� 入札書の提出先、契約条項を示す場所、入札説明書の交付場

所及び問い合わせ先

愛媛県農林水産部水産局水産課

〒７９０―８５７０

愛媛県松山市一番町四丁目４番地２

電話 （０８９）９１２―２６１８

� 入札書の受領期限

平成１８年１０月１０日（火）午後２時

� 入札説明書の交付方法

�に掲げる場所で交付する。
� 開札の日時及び場所

平成１８年１０月１０日（火）午後２時

愛媛県庁第１別館７階会議室

４ その他

� 入札及び契約手続において使用する言語及び通貨

日本語及び日本国通貨

� 入札保証金

愛媛県会計規則（昭和４５年愛媛県規則第１８号）第１３５条から

第１３７条の規定による。

� 入札者に要求される事項

ア この一般競争入札に参加を希望する者は、この公告に示し

た物品を製造できることを証明する書類を入札書の提出に先

立って提出しなければならない。

なお、知事から当該書類の内容に関し説明を求められた場

合には、これに応じなければならない。

イ 入札書は封印し、受領期限までに提出しなければならない。

� 入札の無効

２に掲げる資格を有しない者の提出した入札書及び入札者に

求められる義務を履行しなかった者の提出した入札書は、無効

とする。

� 契約書作成の要否

要

� 落札者の決定方法

この公告に示した物品を製造できると知事が判断した入札者

であって、愛媛県会計規則第１３３条の規定に基づいて作成され

た予定価格の制限の範囲内で最低価格をもって有効な入札を行

った者を落札者とする。

� その他

詳細は、入札説明書による。

５ Summary

� Nature and quantity of the product to be manufactured：

Research vessel，１

� Time limit of tender：２：００ p．m．，１０ October２００６

� For further information，please contact：Fisheries Promotion

Division，Fisheries Subdepartment，Agriculture，Forestry and

Fisheries Department，Ehime Prefectural Government，４―４―２，

Ichibancho，Matsuyama，Ehime，７９０―８５７０ Japan

Tel０８９―９１２―２６１８

�公営企業任免辞令
７月３１日

愛媛県技術吏員 本 宮 数 浩

願により本職を免ずる

退職手当は支給しない（愛媛県職員退職手当条例第１４条）

�正 誤

平成１８年７月２１日付け第１７７９号愛媛県告示第１１０６号（落札者等の

愛 媛 県 報平成１８年８月２９日 第１７９０号

７３９



告示）中

�������
�正 誤

平成１８年７月２１日付け第１７７９号愛媛県告示第１１０７号（落札者等の

告示）中

ページ 箇 所 誤 正

６３７ 告示番号 愛媛県告示第１１０６号 愛媛県告示第１２５６号

ページ 箇 所 誤 正

６３７ 告示番号 愛媛県告示第１１０７号 愛媛県告示第１２５７号

平成１８年８月２９日 発行

愛 媛 県 報平成１８年８月２９日 第１７９０号

７４０


